
漏水防止講座（大阪会場：９月２日～４日）

水道事業体及び賛助会員の漏水防止に従事する技術系職員の方々33名の参加を得て、本年

度より、大阪市水道局体験型研修センターにおいて研修会を実施することとした。

初日及び２日目に「漏水防止概論」、「配水量分析」、「漏水防止対策」、「事故事例・安全対

策」、「管路の情報管理」、「漏水探査」、「管路の保全対策と修繕」について講義を行い、最終

日には、漏水防止関連機器を使っての実地研修を行った。

未納料金対策実務研修会（大阪会場第２回：９月10日～11日）

水道事業体及び賛助会員の主に料金徴収業務に携わる方々75名の参加を得て、未納料金対

策（給水停止、支払督促等）について、実務を中心とした研修会を実施した。

また、グループ別のディスカッションにおいては、活発な情報交換が行われた。

2018年 IWA世界会議・展示会　第１回開催国委員会（９月17日）

2018年９月に東京都で開催される、国際水

協会（IWA）世界会議・展示会の開催準備を

行う開催国委員会の第１回会議を開催した。

はじめに、事務局より委員会設立規程につ

いて説明を行い、了承を得た。

次に、正・副委員長の互選を行い、委員長

には日本水環境学会会長の古米東京大学大学

院教授が選任され、副委員長には、醍醐東京

都公営企業管理者（水道局長）、石原東京都公営企業管理者（下水道局長）、尾﨑日本水道協

会理事長、曽小川日本下水道協会理事長、日本水環境学会副会長の松井北海道大学大学院教

授がそれぞれ選任された。

また、本委員会に３つの専門部会を設置することを決定し、今後の活動スケジュールにつ

いて、事務局より報告を行った。



水道GLP認定証授与式

水道 GLP認定委員会で認定が決定した下記の水質検査機関の認定証授与式を日本水道協

会理事長室において行った。

９月25日 

滋賀県企業庁

（認定番号：JWWA-GLP123）

９月30日 

（株）東洋環境分析センター

（認定番号：JWWA-GLP122）

第941回会誌編集委員会（９月28日）

本誌10月号の編集方針、投稿原稿の審査、新規原稿の取扱いについて審議した。

第101回水道GLP認定委員会（９月30日）

水道 GLP認定について、認定更新検査機関として熊本市上下水道局（認定番号：JWWA-

GLP074）、奈良県広域水道センター（認定番号：JWWA-GLP029）、吹田市水道部（認定番号：

JWWA-GLP030）が、認定維持検査機関として静岡市上下水道局（認定番号：JWWA-

GLP055）が、それぞれ審議され決定された。

漏水防止講座（東京会場第４回：９月30日～10月２日）

水道事業体及び賛助会員の漏水防止に従事する技術系職員の方々59名の参加を得て、東京

都水道局研修・開発センターにおいて研修会を実施した。

初日及び２日目に「漏水防止概論」、「漏水防止の現状と課題」、「漏水防止作業」、「漏水探

知技術」、「漏水機器の取り扱い」について講義を行い、最終日には、漏水防止関連機器を使っ

ての実地研修を行った。

第697回抄録委員会（10月５日）

本誌１月号に掲載する外国文献の抄録内容について審議した。



第137回事務常設調査委員会（10月５日）

議題（１）「平成27年９月関東・東北豪雨における本協会の対応」、議題（２）「地震等緊

急時対応特別調査委員会の設置」、議題（３）「平成25年度水道統計経年分析」、議題（４）「第

四版　水道法逐条解説及び営業業務マニュアル　営業業務に関する Q＆ A追補版の発行」、

議題（５）「料金改定業務の手引きの作成状況」、議題（６）「平成27年度スポット広報」、議

題（７）「水道 PRパッケージ（水道耐震化推進プロジェクト）」、議題（８）「水道事業の加

入金徴収状況調査（平成27年４月１日現在）」、議題（９）「平成28年度水道関係予算獲得運

動」、議題（10）「森里川海協力資金制度」の全10題について、事務局からの説明に基づき審

議した。

第94回検査事業委員会（10月９日）

はじめに、議題（１）「委員長の選出につ

いて」を事務局より上程し、委員長に山田東

京都水道局建設部長が選出された。

次に、議題（２）「第93回検査事業委員会

議事録について」、事務局より報告を行い、

了承された。

続いて議題（３）「検査施行要項の改正に

ついて」、①水道用ダクタイル鋳鉄管検査施

行要項、②水道用ダクタイル鋳鉄異形管検査施行要項、③水道用ダクタイル鋳鉄管及び異形

管用接合部品検査施行要項等、計７つの検査施行要項について審議を行った。

各検査施行要項の改正については、検査施行要項等専門委員会委員長の中井大阪市水道局

技術監理担当課長が専門委員会の審議結果についての報告を行った。

慎重審議の結果、一部修正することとして全て了承された。


